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1. 2022年3月期第2四半期の連結業績（2021年4月1日～2021年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期第2四半期 860,026 18.5 29,038 321.4 38,220 132.2 38,181 ―

2021年3月期第2四半期 725,568 △3.1 6,890 △59.4 16,457 △39.6 △19,150 ―

（注）包括利益 2022年3月期第2四半期　　34,368百万円 （―％） 2021年3月期第2四半期　　△12,574百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

2022年3月期第2四半期 292.24 ―

2021年3月期第2四半期 △146.43 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2022年3月期第2四半期 2,042,428 639,610 27.8

2021年3月期 2,035,546 614,394 26.8

（参考）自己資本 2022年3月期第2四半期 568,531百万円 2021年3月期 545,233百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年3月期 ― 0.00 ― 50.00 50.00

2022年3月期 ― 40.00

2022年3月期（予想） ― 40.00 80.00

（注１）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 有

（注２）2022年３月期中間配当金の内訳　：　普通配当　25円00銭　特別配当　15円00銭

　　　　2022年３月期期末配当予想の内訳　：　普通配当　25円00銭　特別配当　15円00銭

3. 2022年 3月期の連結業績予想（2021年 4月 1日～2022年 3月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,760,000 18.5 42,000 58.1 59,000 32.5 37,000 51.6 283.20

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規　　　－社　（社名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、除外　　　－社　（社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、添付資料P.13「２.四半期連結財務諸表及び主な注記　（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項　（四半期連結財務諸表の作成に特有の
会計処理の適用）」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

②①以外の会計方針の変更 ： 無

③会計上の見積りの変更 ： 無

④修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期2Q 131,489,535 株 2021年3月期 131,489,535 株

② 期末自己株式数 2022年3月期2Q 843,584 株 2021年3月期 836,604 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年3月期2Q 130,649,525 株 2021年3月期2Q 130,780,804 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、当社と
してその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

業績予想の前提となる仮定等につきましては、P.5「１.当四半期決算に関する定性的情報」の「（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧くだ
さい。

（四半期決算補足説明資料及び四半期決算説明会内容の入手方法）

当社は、2021年11月９日（火）に機関投資家向け四半期決算説明会を開催する予定です。この説明会で使用する四半期決算補足説明資料につきましては、四
半期決算発表と同時にTDnet及び当社ホームページで開示しております。
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(単位：億円)

前第２四半期
連結累計期間

当第２四半期
連結累計期間

 増減（増減率）

売上高 1,560 2,305 745 （47.7％）

営業利益又は営業損失（△） △17 58 76 （－％）

経常利益 0 72 72 （－％）

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

①当期業績の概況

　当第２四半期連結累計期間における世界経済は、中国や米国においては、新型コロナウイルス感染症の世界的流

行の影響による景気減退からの緩やかな回復が継続したほか、欧州において景気の持ち直しの動きが見られまし

た。タイやインドネシアでは、同感染症の感染再拡大などの影響により、景気の低迷が続きました。

　わが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、個人消費や雇用・所得環境の低迷が続いた一方、輸出

や鉱工業生産などの持ち直しの動きが続きました。

　当社グループを取り巻く事業環境は、金属価格が堅調に推移したことに加えて、半導体関連及び自動車関連の需

要も堅調に推移しました。一方で、国内におけるセメント需要の減少がありました。

　このような状況のもと、当第２四半期連結累計期間の連結業績は、売上高は8,600億26百万円（前年同期比

18.5％増）、営業利益は290億38百万円（同321.4％増）、経常利益は382億20百万円（同132.2％増）となりまし

た。また、投資有価証券売却益として、194億25百万円の特別利益を計上しました。これにより、親会社株主に帰

属する四半期純利益は381億81百万円（前年同期は191億50百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりま

した。

②セグメントの概況

（高機能製品）

　銅加工品は、自動車向け製品を中心に販売が増加したことから、増収増益となりました。

　電子材料は、「収益認識に関する会計基準」の適用により売上高が減少したものの、半導体関連製品を中心に販

売が増加したことから、増収増益となりました。

　以上により、前年同期に比べて事業全体の売上高及び営業利益は増加しました。経常利益は、営業利益が増加し

たことから、増加しました。
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(単位：億円)

前第２四半期
連結累計期間

当第２四半期
連結累計期間

増減（増減率）

売上高 566 654 87 （15.5％）

営業利益又は営業損失（△） △30 58 89 （－％）

経常利益又は経常損失（△） △28 57 86 （－％）

(単位：億円)

前第２四半期
連結累計期間

当第２四半期
連結累計期間

増減（増減率）

売上高 3,583 4,694 1,111 （31.0％）

営業利益 74 148 73 （99.2％）

経常利益 154 249 94 （61.2％）

(単位：億円)

前第２四半期
連結累計期間

当第２四半期
連結累計期間

増減（増減率）

売上高 1,057 1,010 △47 （△4.5％）

営業利益 41 23 △18 （△43.7％）

経常利益 38 15 △23 （△60.5％）

（加工事業）

　日本及び海外の主要国において、主要製品である超硬製品の需要が増加したことに加えて、継続的に営業損失を

計上していた株式会社ダイヤメット及びその子会社３社が2020年12月に連結範囲から外れた影響等により、増収増

益となりました。

　以上により、前年同期に比べて事業全体の売上高及び営業利益は増加しました。経常利益は、営業利益が増加し

たことから、増加しました。

（金属事業）

　銅地金は、生産量が前年同期と比べて減少したものの、銅価格の上昇等により、増収増益となりました。

　金及びその他の金属は、パラジウム価格の上昇があったものの、パラジウムの販売が減少したことなどから、増

収減益となりました。

　以上により、前年同期に比べて事業全体の売上高及び営業利益は増加しました。経常利益は、営業利益が増加し

たことに加えて、持分法による投資利益が増加したことから、増加しました。

（セメント事業）

　国内では、首都圏における再開発工事の再開があったものの、東北地区や中国地区における災害復旧工事の需要

がそれぞれ減少したほか、「収益認識に関する会計基準」の適用により売上高が減少しました。また、エネルギー

コストの増加がありました。この結果、売上高は減少し、損失が拡大しました。

　海外では、米国において、生コンの販売価格が上昇したものの、労働市場における需給逼迫を背景としたドライ

バー不足により生コン及びセメントの販売数量が減少したほか、電力費などの操業コストが増加しました。また、

豪州の石炭事業において、石炭の販売価格が上昇しました。この結果、増収減益となりました。

　以上により、前年同期に比べて事業全体の売上高及び営業利益は減少しました。経常利益は、営業利益が減少し

たことに加えて、持分法による投資利益が減少したことなどから、減少しました。
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(単位：億円)

前第２四半期
連結累計期間

当第２四半期
連結累計期間

増減（増減率）

売上高 96 91 △4 （△4.9％）

営業利益又は営業損失（△） △0 7 7 （－％）

経常利益 4 14 10 （232.5％）

(単位：億円)

前第２四半期
連結累計期間

当第２四半期
連結累計期間

増減（増減率）

売上高 1,273 1,194 △78 （△6.2％）

営業利益 25 38 13 （54.6％）

経常利益 22 33 11 （52.2％）

（環境・エネルギー事業）

　エネルギー関連は、原子力関連の販売が増加したことにより、増収増益となりました。

　環境リサイクルは、家電リサイクル等の処理量が増加したことに加えて、有価物の売却単価が上昇したことか

ら、増収増益となりました。

　以上に加えて、株式会社ダイヤコンサルタントが2021年７月に連結範囲から外れた影響等により、前年同期に比

べて事業全体の売上高は減少したものの、営業利益は増加しました。経常利益は、営業利益が増加したことに加え

て、持分法による投資利益が増加したことから、増加しました。

（その他の事業）

　飲料用アルミ缶は、ボトル缶の販売が増加したものの、通常缶の販売の減少や原材料コストの増加により、減収

減益となりました。

　アルミ圧延・加工品は、自動車向け製品を中心に販売が増加したことに加えて、コスト削減効果等があったもの

の、「収益認識に関する会計基準」の適用により売上高が減少しました。この結果、減収増益となりました。

　飲料用アルミ缶及びアルミ圧延・加工品以外の事業は、合算で減収減益となりました。

　以上により、前年同期に比べてその他の事業全体の売上高は減少したものの、営業利益は増加しました。経常利

益は、営業利益が増加したことから、増加しました。

（２）財政状態に関する説明

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は2兆424億円となり、前連結会計年度末比68億円増加しました。こ

れは、棚卸資産が増加したことなどによるものであります。

　負債の部は1兆4,028億円となり、前連結会計年度末比183億円減少しました。これは、コマーシャル・ペーパー

が減少したことなどによるものであります。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益を計上したもの

の、棚卸資産の増加等により、158億円の支出（前年同期比621億円の支出増加）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入等により、

86億円の収入（前年同期比436億円の収入増加）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、コマーシャル・ペーパーの返済等による支

出があったものの、借入金、社債による調達から9億円の収入（前年同期比30億円の収入減少）となりました。

　以上に、換算差額等による増減を加えた結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、

1,411億円（前連結会計年度末比63億円減少）となりました。
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(単位：億円)

前回公表値 今回公表値 増減率

売上高 17,600 17,600 －

営業利益 470 420 △10.6％

経常利益 560 590 5.4％

親会社株主に帰属する
当期純利益 370 370 －

１株当たり配当金（円）

第２四半期末 期　末 合　計

前回予想 25円00銭 25円00銭 50円00銭

今回予想 －

40円00銭

（普通配当25円00銭）

（特別配当15円00銭）

80円00銭

（普通配当50円00銭）

（特別配当30円00銭）

当期実績

40円00銭

（普通配当25円00銭）

（特別配当15円00銭）

－ －

前期実績

（2021年３月期）
０円00銭 50円00銭 50円00銭

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2022年３月期通期の連結業績予想につきましては、前回（2021年８月６日）公表値を以下の通り修正いたしま

す。

　当第２四半期連結累計期間は増益となったものの、パラジウム価格下落の影響などがある一方、鉱山からの受取

配当金の増加などにより、営業利益は前回予想に比べて減少し、経常利益は前回予想から増加する見込みです。ま

た、政策保有株式の縮減及び事業構造改革を進めることなどから、親会社株主に帰属する当期純利益は前回予想並

みと見込んでおります。

2022年３月期通期の連結累計期間業績予想の修正（2021年４月１日～2022年３月31日）

　また、2022年３月期の配当予想につきましては、前回（2021年５月14日）公表値を以下の通り修正いたします。

　当社は、2020年度から2022年度までを対象とする中期経営戦略期間中の年間配当金額の下限を１株当たり50円と

し、その上で、資産の売却等を加速させ自己株式取得や追加配当等の機動的な資金配分を行うことにより、同期間

中において当初見込んでいた配当総額並みの株主還元の実施を目指すこととしております。

　この方針に従い、2022年３月期の中間配当及び期末配当予想につきましては、１株当たり25円の普通配当に、投

資有価証券の売却などによる一時的な収益に対応する還元として１株当たり15円の特別配当を加えて、１株当たり

40円とすることといたしました。これにより、年間配当予想は、１株当たり80円となります。

（注）上記の予想につきましては、発表日現在において想定できる経済情勢、市場動向等を前提として作成した

ものであり、今後の様々な要因等により、予想と異なる結果となる可能性があります。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 153,086 147,084

受取手形及び売掛金 220,522 224,358

商品及び製品 117,498 133,734

仕掛品 126,357 141,074

原材料及び貯蔵品 136,019 162,645

その他 289,513 296,221

貸倒引当金 △3,103 △2,384

流動資産合計 1,039,894 1,102,735

固定資産

有形固定資産

機械及び装置（純額） 227,111 222,758

土地（純額） 209,707 208,872

その他（純額） 228,582 232,731

有形固定資産合計 665,402 664,361

無形固定資産

のれん 31,670 29,392

その他 14,760 14,379

無形固定資産合計 46,431 43,771

投資その他の資産

投資有価証券 217,477 185,044

その他 70,732 51,033

貸倒引当金 △4,392 △4,518

投資その他の資産合計 283,818 231,559

固定資産合計 995,651 939,693

資産合計 2,035,546 2,042,428

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 153,603 136,342

短期借入金 175,686 167,011

１年内償還予定の社債 20,000 30,000

コマーシャル・ペーパー 40,000 －

未払法人税等 6,781 13,764

引当金 14,187 13,689

預り金地金 323,505 333,227

その他 125,072 108,146

流動負債合計 858,838 802,182

固定負債

社債 40,000 70,000

長期借入金 353,795 371,448

環境対策引当金 26,555 23,215

その他の引当金 4,423 1,866

退職給付に係る負債 42,249 44,773

その他 95,289 89,331

固定負債合計 562,313 600,636

負債合計 1,421,151 1,402,818

純資産の部

株主資本

資本金 119,457 119,457

資本剰余金 79,439 79,408

利益剰余金 294,814 327,330

自己株式 △2,868 △2,883

株主資本合計 490,843 523,313

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 42,940 30,355

繰延ヘッジ損益 △1,119 △3,541

土地再評価差額金 27,097 27,033

為替換算調整勘定 △8,057 △3,244

退職給付に係る調整累計額 △6,470 △5,384

その他の包括利益累計額合計 54,390 45,217

非支配株主持分 69,161 71,079

純資産合計 614,394 639,610

負債純資産合計 2,035,546 2,042,428
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年９月30日)

売上高 725,568 860,026

売上原価 647,158 754,384

売上総利益 78,410 105,641

販売費及び一般管理費 71,519 76,603

営業利益 6,890 29,038

営業外収益

受取利息 442 316

受取配当金 11,138 10,531

固定資産賃貸料 2,574 2,573

持分法による投資利益 851 2,929

その他 3,551 1,978

営業外収益合計 18,558 18,329

営業外費用

支払利息 2,136 2,744

鉱山残務整理費用 1,907 2,207

その他 4,947 4,195

営業外費用合計 8,991 9,148

経常利益 16,457 38,220

特別利益

投資有価証券売却益 465 19,425

事業譲渡益 199 －

その他 75 815

特別利益合計 740 20,241

特別損失

固定資産売却損 11 161

訴訟関連費用 － 145

減損損失 579 35

事業再編損失引当金繰入額 21,980 －

その他 1,194 131

特別損失合計 23,765 474

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△6,568 57,987

法人税等 8,675 15,291

四半期純利益又は四半期純損失（△） △15,243 42,695

非支配株主に帰属する四半期純利益 3,906 4,514

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△19,150 38,181

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △15,243 42,695

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 6,386 △12,602

繰延ヘッジ損益 △1,535 1,367

土地再評価差額金 △1 －

為替換算調整勘定 △4,976 3,299

退職給付に係る調整額 2,224 1,262

持分法適用会社に対する持分相当額 571 △1,652

その他の包括利益合計 2,669 △8,326

四半期包括利益 △12,574 34,368

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △14,957 29,233

非支配株主に係る四半期包括利益 2,382 5,134

（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
△6,568 57,987

減価償却費 30,676 31,454

環境対策引当金の増減額（△は減少） △3,507 △3,339

事業再編損失引当金の増減額（△は減少） 21,980 －

引当金の増減額（△は減少） △2,089 △1,566

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △579 395

受取利息及び受取配当金 △11,580 △10,847

支払利息 2,136 2,744

持分法による投資損益（△は益） △851 △2,929

有形固定資産売却損益（△は益） △65 △147

投資有価証券売却損益（△は益） 275 △19,344

投資有価証券評価損益（△は益） 4 9

売上債権の増減額（△は増加） 19,992 △2,455

棚卸資産の増減額（△は増加） △17,728 △55,617

金地金売却による収入 52,403 58,899

金地金購入による支出 △52,263 △58,870

仕入債務の増減額（△は減少） 25,813 △19,745

その他 △2,489 7,323

小計 55,558 △16,051

利息及び配当金の受取額 13,388 13,454

利息の支払額 △2,138 △2,785

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △10,010 △10,423

独占禁止法関連損失の支払額 △10,423 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 46,375 △15,805

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △36,823 △36,421

有形固定資産の売却による収入 406 1,819

投資有価証券の取得による支出 △2,538 △770

投資有価証券の売却による収入 3,971 30,927

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入
161 579

事業譲渡による収入 536 －

貸付けによる支出 △1,962 △1,520

貸付金の回収による収入 181 14,451

その他 1,070 △376

投資活動によるキャッシュ・フロー △34,995 8,688

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日

　至　2021年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 14,042 △3,487

長期借入れによる収入 37,131 19,899

長期借入金の返済による支出 △22,091 △5,075

社債の発行による収入 － 40,000

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） 8,000 △40,000

自己株式の取得による支出 △694 △17

配当金の支払額 △5,237 △6,546

非支配株主への配当金の支払額 △1,045 △2,584

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得に

よる支出
△24,925 －

その他 △1,167 △1,190

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,010 997

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,062 396

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 14,328 △5,723

現金及び現金同等物の期首残高 127,284 147,533

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
1,045 －

連結子会社の決算期変更による現金及び現金同等物

の増減額（△は減少）
－ △618

現金及び現金同等物の四半期末残高 142,658 141,191
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（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（単位：百万円）

高機能
製 品

加工
事 業

金属
事 業

セメント
事 業

環境・
エネルギー

事 業

その他
の事業

計 調整額
四半期連結
損益計算書

計上額

売上高

(1）外部顧客への

　　売上高
150,320 52,263 300,829 104,625 9,384 108,144 725,568 － 725,568

(2）セグメント間の

　　内部売上高又は

　　振替高

5,766 4,422 57,502 1,165 266 19,206 88,330 △88,330 －

計 156,086 56,686 358,332 105,791 9,651 127,350 813,899 △88,330 725,568

セグメント利益又は損

失（△）
53 △2,843 15,476 3,864 431 2,226 19,209 △2,751 16,457

（単位：百万円）

高機能
製 品

加工
事 業

金属
事 業

セメント
事 業

環境・
エネルギー

事 業

その他
の事業

計 調整額
四半期連結
損益計算書

計上額

売上高

(1）外部顧客への

　　売上高
222,539 63,458 360,395 100,250 8,768 104,613 860,026 － 860,026

(2）セグメント間の

　　内部売上高又は

　　振替高

8,056 1,987 109,054 769 411 14,850 135,129 △135,129 －

計 230,595 65,446 469,450 101,019 9,179 119,464 995,155 △135,129 860,026

セグメント利益 7,275 5,790 24,945 1,524 1,436 3,388 44,361 △6,141 38,220

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（注）１．その他の事業には、アルミ関連、エンジニアリング関連等を含んでおります。

      ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△2,751百万円には、セグメント間取引消去２百万円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△2,754百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに

帰属しない一般管理費、基礎的試験研究費及び金融収支であります。

      ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（注）１．その他の事業には、アルミ関連、エンジニアリング関連等を含んでおります。

      ２．セグメント利益の調整額△6,141百万円には、セグメント間取引消去△223百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△5,917百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費、基礎的試験研究費及び金融収支であります。

      ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　（会計方針の変更）に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から「収益認識に関する会計基準」等を

適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、報告セグメントの利益の測定方法を同様に変更してお

ります。

　これにより、当第２四半期連結累計期間の外部顧客への売上高は、高機能製品で1,470百万円、セメント事業

で6,784百万円、その他の事業で6,136百万円減少しております。なお、セグメント利益に与える影響は軽微であ

ります。

- 12 -

三菱マテリアル㈱(5711)　2022年３月期　第２四半期決算短信



（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又は

サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　これにより、当社グループが代理人として関与したと判定される取引については純額で表示する等の変更を行って

おります。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連結

会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。ただし、収益認識会

計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従ってほとんどす

べての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は14,390百万円減少しておりますが、営業利益、経常利益及び税金

等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。また、利益剰余金の当期首残高に与える影響は軽微でありま

す。

　なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める経過的取

扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりませ

ん。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める会計方針

を、将来にわたって適用することといたしました。

　これにより、その他有価証券のうち時価のある株式については、従来、期末決算日前１か月の市場価格等の平均に

基づく時価法を採用しておりましたが、第１四半期連結会計期間より、期末決算日の市場価格等に基づく時価法に変

更しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
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（追加情報）

（株式報酬制度）

１．取引の概要

当社は、執行役、執行役員及びフェロー（国内非居住者を除きます。以下「執行役等」といいます。）を対象とし

た株式報酬制度（以下「本制度」といいます。）を導入しております。

本制度では、役員報酬BIP（Board Incentive Plan）信託（以下「BIP信託」といいます。）と称される仕組みを採

用しております。本制度は、執行役等の役位等により当社株式及び当社株式の換価処分金額相当額の金銭を執行役等

に交付及び給付する制度であります。

２．BIP信託に残存する当社株式

BIP信託に残存する当社株式を、BIP信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末684百万円、274千株、当第２

四半期連結会計期間末684百万円、274千株であります。

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

　当第２四半期連結会計期間末日時点で入手可能な外部の情報等を踏まえて検討を行った結果、前連結会計年度の有

価証券報告書（追加情報）（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）に記載した新型コロナ

ウイルス感染症の今後の広がり方や収束時期等を含む仮定について、重要な変更はありません。
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（偶発債務）

（インドネシア国税務に関する件）

前連結会計年度（2021年３月31日）

　当社の連結子会社であるインドネシア・カパー・スメルティング社（以下「ＰＴＳ社」）は、2014年12月30日付

で、インドネシア国税当局より、ＰＴＳ社の2009年12月期の売上取引価格等に関し、47百万米ドル（前連結会計年度

末日レートでの円換算額5,299百万円）の更正通知を受け取りました。また、ＰＴＳ社は、2015年１月28日付で追徴

額の一部である14百万米ドル（同円換算額1,549百万円）を仮納付しております。

　しかしながら、インドネシア国税当局の指摘は、当局が抽出した企業との利益率の比較により売上高過少とする著

しく合理性を欠く見解であり、当社及びＰＴＳ社にとって当該更正処分は承服できる内容ではないことから、ＰＴＳ

社は2015年３月25日にインドネシア国税当局に対して異議申立書の提出を行っておりました。

　ＰＴＳ社が2015年３月25日に提出した異議申立書は、インドネシア国税当局より2016年３月16日付で棄却されまし

た。そのため、ＰＴＳ社は2016年６月６日に税務裁判所へ提訴し、当社及びＰＴＳ社の見解の正当性を主張しており

ましたが、2020年１月30日付判決により提訴は棄却されました。これに伴い、2020年３月23日付で納付不足額33百万

米ドル（同円換算額3,749百万円）、2020年４月24日付で課徴金33百万米ドル（同円換算額3,749百万円）をそれぞれ

納付しております。しかしながら、当社及びＰＴＳ社にとって税務裁判所が下した判決は承服できる内容ではないこ

とから、ＰＴＳ社は2020年６月８日に最高裁判所へ上告し、当社及びＰＴＳ社の見解の正当性を主張しておりまし

た。最高裁判所は、2021年２月17日付で税務裁判所判決を取り消す決定を行いました。これに伴い、ＰＴＳ社は2021

年４月16日付で、税務裁判所より更正税額を取り消す決定通知を受け取りました。今後ＰＴＳ社は、納付した税金等

について返還請求の手続きを進めることとしております。

　またＰＴＳ社は、2017年11月29日付で、インドネシア国税当局より、ＰＴＳ社の2012年12月期のヘッジ取引損益の

計上等に関し、22百万米ドル（同円換算額2,527百万円）の更正通知を受け取りました。また、ＰＴＳ社は、2017年

12月27日付で追徴額の一部である６百万米ドル（同円換算額697百万円）を仮納付しております。

　しかしながら、インドネシア国税当局の指摘は、ＰＴＳ社のヘッジ取引損益の計上等を一方的に否認する見解であ

り、当社及びＰＴＳ社にとって当該更正処分は承服できる内容ではないことから、ＰＴＳ社は2018年２月27日にイン

ドネシア国税当局に対して異議申立書の提出を行っておりました。

　ＰＴＳ社が2018年２月27日に提出した異議申立書は、インドネシア国税当局より2019年２月25日付で棄却されまし

た。そのため、ＰＴＳ社は2019年５月17日に税務裁判所へ提訴し、当社及びＰＴＳ社の見解の正当性を主張しており

ました。ＰＴＳ社の提訴に対し、税務裁判所は2020年12月16日付判決により、14百万米ドル（同円換算額1,599百万

円）については、ＰＴＳ社の主張を認めました。提訴が棄却された７百万米ドル（同円換算額871百万円）とその課

徴金２百万米ドル（同円換算額228百万円）について、ＰＴＳ社は2021年３月18日に最高裁判所へ上告し、当社及び

ＰＴＳ社の見解の正当性を主張しております。

　またＰＴＳ社は、2018年12月５日付で、インドネシア国税当局より、ＰＴＳ社の2014年12月期のヘッジ取引損益の

計上等に関し、15百万米ドル（同円換算額1,684百万円）の更正通知を受け取りました。また、ＰＴＳ社は、2018年

12月27日付で追徴額の一部である５百万米ドル（同円換算額649百万円）を仮納付しております。

　しかしながら、インドネシア国税当局の指摘は、ＰＴＳ社のヘッジ取引損益の計上等を一方的に否認する見解であ

り、当社及びＰＴＳ社にとって当該更正処分は承服できる内容ではないことから、ＰＴＳ社は2019年２月27日にイン

ドネシア国税当局に対して異議申立書の提出を行っておりました。

　ＰＴＳ社が2019年２月27日に提出した異議申立書に対し、インドネシア国税当局より2020年１月20日付で決定通知

を受領し、９百万米ドル（同円換算額1,038百万円）については、ＰＴＳ社の異議申立が認められました。異議申立

が棄却されたうち４百万米ドル（同円換算額524百万円）について、ＰＴＳ社は2020年７月７日に税務裁判所へ提訴

し、当社及びＰＴＳ社の見解の正当性を主張しております。

　なお、前連結会計年度末日において、ＰＴＳ社が内容を争っている追徴額は、上記の年度に加え、2011年12月期、

2016年12月期及び2018年12月期分を含めて、総額30百万米ドル（同円換算額3,421百万円）であります。なお、異議

申立や税務裁判の結果により、一部、課徴金が課される場合があります。
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当第２四半期連結会計期間（2021年９月30日）

　当社の連結子会社であるインドネシア・カパー・スメルティング社（以下「ＰＴＳ社」）は、インドネシア国税当

局より、同社の2011年12月期、2012年12月期、2014年12月期、2016年12月期及び2018年12月期の５期を対象として更

正通知を受けております。

　インドネシア国税当局は、従前よりＰＴＳ社の一部のエージェントフィー等を一方的に否認しており、当社及びＰ

ＴＳ社にとって当該更正処分は承服できる内容ではないことから、ＰＴＳ社はインドネシア国税当局に対する異議申

立、税務裁判等を通じて当社及びＰＴＳ社の正当性を主張しております。

　当第２四半期連結会計期間末日において、ＰＴＳ社が内容を争っている追徴額は、総額30百万米ドル（当第２四半

期連結会計期間末日レートでの円換算額3,458百万円）であります。

　なお、異議申立や税務裁判の結果により、一部、課徴金が課される場合があります。
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